
平成25年度

政策別コスト情報・

省庁別財務書類の概要

国土交通省

・単位未満切り捨てのため、合計額が一致しないことがあります。

・単位未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合は「‐」で表示しています。



国土交通省の任務と組織等の概要

国土交通省の任務 （国土交通省設置法第３条）

国土の総合的かつ体系的な利用、開発及び保全、そのための社会資本の整合

的な整備、交通政策の推進、観光立国の実現に向けた施策の推進、気象業務の

健全な発達並びに海上の安全及び治安の確保を図ること。

組織等 年度末定員・・・　59,483人

本省内部部局 施設等機関
大 臣 官 房 国土交通政策研究所

総 合 政 策 局

国 土 政 策 局
国 土 交 通 大 学 校

土 地 ・ 建 設 産 業 局
航 空 保 安 大 学 校

都 市 局
特別の機関

水 管 理 ・ 国 土 保 全 局 国 土 地 理 院

道 路 局 小 笠 原 総 合 事 務 所

住 宅 局 海 難 審 判 所

国 土 技 術 政 策
総 合 研 究 所
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住 宅 局 海 難 審 判 所

鉄 道 局 地方支分部局
地 方 整 備 局

自 動 車 局
北 海 道 開 発 局

海 事 局
地 方 運 輸 局

港 湾 局
地 方 航 空 局

航 空 局
航 空 交 通 管 制 部

北 海 道 局
外局

政 策 統 括 官 観 光 庁

国 際 統 括 官 気 象 庁

審議会等 運 輸 安 全 委 員 会
審 議 会 等

海 上 保 安 庁
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（参考）社会資本整備事業特別会計の廃止

社会資本整備事業特別会計は「特別会計に関する法律等の一部を改正する等の法律」

（平成25年法律第76号。以下、「改正法」という。）第1条の規定により本年度限り廃止された。

廃止の際、この会計に所属していた権利義務は、改正法附則第12条第3項の規定により

自動車安全特別会計の空港整備勘定、東日本大震災復興特別会計及び一般会計に帰属

させることとし、また、剰余金については改正法附則第12条第1項の規定により平成26年度

の自動車安全特別会計の空港整備勘定、東日本大震災復興特別会計及び一般会計の歳

入に繰り入れることとした。

社会資本整備事業特別会計

治水勘定

道路整備勘定

港湾勘定

一 般 会 計

東日本大震災復興特別会計

空港整備事業等に係るもの

復興事業に係るもの
（空港整備事業等に係るものを除く。）

その他のもの

空港整備勘定
空港整備勘定

業務勘定

自動車安全特別会計

湾勘

保障勘定

自動車検査登録勘定

空港整備勘定

自動車事故対策勘定
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政策目標及び施策目標

～政策評価について～

○政策目標
○施策目標

○　暮 ら し ・ 環 境
１　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

1　居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な住宅ストックの形成を図る
2　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行われる住宅市場を整備する

２　良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現
3　総合的なバリアフリー化を推進する
4　海洋・沿岸域環境や港湾空間の保全・再生・形成、海洋廃棄物処理、海洋汚染防止を推進する
5　快適な道路環境等を創造する
6　水資源の確保、水源地域活性化等を推進する
7　良好で緑豊かな都市空間の形成、歴史的風土の再生等を推進する
8　良好な水環境・水辺空間の形成・水と緑のネットワークの形成、適正な汚水処理の確保、下水道資源の循環を推進する

３　地球環境の保全
9　地球温暖化防止等の環境の保全を行う

○　安　　　　全
４　水害等災害による被害の軽減

10　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する
11　住宅・市街地の防災性を向上する
12　水害・土砂災害の防止・減災を推進する
13　津波・高潮・侵食等による災害の防止・減災を推進する

５　安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保
14　公共交通の安全確保・鉄道の安全性向上、ハイジャック・航空機テロ防止を推進する
15　道路交通の安全性を確保・向上する
16　自動車事故の被害者の救済を図る
17　自動車の安全性を高める
18　船舶交通の安全と海上の治安を確保する

○　活　　　　力
６　国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

19　海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの復興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する
20　観光立国を推進する
21　景観に優れた国土・観光地づくりを推進する
22　国際競争力・地域の自立等を強化する道路ネットワークを形成する
23 整備新幹線の整備を推進する
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政策評価の詳細については、こちらのリンク先を参照してください。
http://www.mlit.go.jp/common/001059033.pdf

22　国際競争力・地域の自立等を強化する道路ネットワークを形成する
23　整備新幹線の整備を推進する
24　航空交通ネットワークを強化する

７　都市再生・地域再生の推進
25　都市再生・地域再生を推進する

８　都市・地域交通等の快適性、利便性の向上
26　鉄道網を充実・活性化させる
27　地域公共交通の維持・活性化を推進する
28　都市・地域における総合交通戦略を推進する
29　道路交通の円滑化を推進する

９　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護
30　社会資本整備・管理等を効果的に推進する
31　不動産市場の整備や適正な土地利用のための条件整備を推進する
32　建設市場の整備を推進する
33　市場・産業関係の統計調査の整備・活用を図る
34　地籍の整備等の国土調査を推進する
35　自動車運送業の市場環境整備を推進する
36　海事産業の市場環境整備・活性化及び人材の確保等を図る

○　横断的な政策課題
１０　国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する情報の整備

37　総合的な国土形成を推進する
38　国土の位置・形状を定めるための調査及び地理空間情報の整備・活用を推進する
39　離島等の振興を図る
40　北海道総合開発を推進する

１１　ＩＣＴの利活用及び技術研究開発の推進
41　技術研究開発を推進する
42　情報化を推進する

１２　国際協力、連携等の推進
43　国際協力、連携等を推進する

１３　官庁施設の利便性、安全性等の向上
44　環境等に配慮した便利で安全な官庁施設の整備・保全を推進する
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政策①, 
1,939 

政策②, 
372

政策③, 
185 

政策④, 
2,876 

政策⑤, 
3,416

政策⑥, 
2,790

政策⑦,
176 

政策⑧, 
1,536 

政策⑨
官房経費等,

政策別コスト情報は、より一層の財務情報の充実を図るため、平成21年度より各省庁において作

成・公表されているものです。省庁別財務書類の業務費用計算書において人件費などの形態別に

表示されている費用を、各省庁の政策評価項目毎に配分して表示したセグメント情報として作成し

ています。

さらに、政策別コスト情報ではフローの情報だけではなく、政策によっては各省庁が保有する資産

を活用して事務・事業を行っているもののほか、政策にかかるコストとして算入された減価償却費に

ついても基となる資産があることから、政策に関する主な資産（負債）をストック情報として表示して

います。ストック情報についてはP8を参照してください。

業務費用計算書については、P13も参照してください。

～政策別コストの前年度比較～

【平成24年度】 【平成25年度】

政策①,
229

政策②, 
471 

政策③, 
110 

政策④, 
2,616

政策⑤, 
3,327 

政策⑥, 
2,758 

政策⑦, 
564 

政策⑧

官房経費等, 
42,546 

政策別コスト情報とは

（単位：億円）

政策⑨, 
444 

政策⑩, 
24,448 

政策⑪, 
841 

政策⑫, 
13 

政策⑬, 93 

官房経費等, 
48,968

88,581億円 88,103億円
▲477億円

政策⑧, 
919 

政策⑨, 
460 

政策⑩, 
33,614 政策⑪,

852
政策⑫,

13 

政策⑬,
94

凡例
政策①少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進
政策②良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現
政策③地球環境の保全
政策④水害等災害による被害の軽減
政策⑤安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保
政策⑥国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
政策⑦都市再生・地域再生の推進
政策⑧都市・地域交通等の快適性、利便性の向上
政策⑨市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護
政策⑩国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する情報の整備
政策⑪ＩＣＴの利活用及び技術研究開発の推進
政策⑫国際協力、連携等の推進
政策⑬官庁施設の利便性、安全性等の向上

4



【25年度政策別コスト情報　経費別内訳】

（単位：億円）　

政策別コストの経費別内訳概要

主な特色として、全体経費のうち、「補助金等」の割合が47％※と大きく、地方公共団体等が行う社会

資本整備を総合的・一体的に支援する「社会資本整備総合交付金」等を計上している「10.国土の総合的

な利用、整備及び保全、国土に関する情報の整備」が主な政策となっています。そのほか、公共用財産

（海岸、治水、道路、港湾）等の「減価償却費」が38％※を占めています。
※パーセント表示は小数点以下切り捨てています。

人件費
退職給付
引当金等
繰入額

附帯・受
託事業
費等

補助金
等

委託費
独立行政
法人運営
費交付金

他会計
への繰

入
庁費等

減価償
却費

支払利
息

資産処
分損益

その他
の業務
費用

1．少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進 1,939 18 2 - 1,913 0 - - 3 - - - 0

2．良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現 372 67 5 - 191 5 - 0 99 - - - 3

3．地球環境の保全 185 2 0 - 181 0 - - 1 - - - 0

4．水害等災害による被害の軽減 2,876 738 63 - 1,642 8 - 0 348 - - - 74

5．安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保 3,416 1,424 166 25 501 14 104 0 1,055 - - - 124

6．国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化 2,790 413 29 384 1,556 44 18 0 226 - 101 - 15

7．都市再生・地域再生の推進 176 15 1 - 153 1 - - 3 - 0 - 0

8．都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 1,536 171 15 - 1,291 1 1 0 50 - - - 5

9．市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護 444 168 19 - 130 4 73 - 40 - - - 5

10．国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する情報の整備 24,448 90 11 - 24,308 0 - - 34 - - - 4

11．ＩＣＴの利活用及び技術研究開発の推進 841 525 62 - 32 2 157 - 48 - - - 11

12．国際協力、連携等の推進 13 2 0 - - 8 - - 1 - - - 1

13．官庁施設の利便性、安全性等の向上 93 18 2 - - - - - 71 - - - 1

官房経費等 48 968 758 73 711 10 127 3 - 76 447 33 592 20 3 030 128

合計

経費

区分

5

【25年度政策別コスト情報　会計別内訳】
（単位：億円）　

13．官庁施設の利便性、安全性等の向上 93 18 2 - - - - - 71 - - - 1

官房経費等 48,968 758 73 711 10,127 3 - 76 447 33,592 20 3,030 128

コスト計 88,103 4,416 454 1,121 42,029 95 355 76 2,432 33,592 122 3,030 376

※減価償却費は、各事業、政策単位で把握することが困難なため、「官房経費等」に 一括計上しています。

社会資本
整備事業

自動車
安全

東日本大
震災復興

1．少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進 1,939 - - - - 1,939

2．良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現 2,951 142 6 31 ▲ 2,761 372

3．地球環境の保全 185 - - - - 185

4．水害等災害による被害の軽減 12,481 1,485 - 287 ▲ 11,376 2,876

5．安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保 8,976 1,773 215 36 ▲ 7,585 3,416

6．国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化 8,909 1,762 - 81 ▲ 7,963 2,790

7．都市再生・地域再生の推進 176 0 - - - 176

8．都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 7,395 232 - - ▲ 6,092 1,536

9．市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護 443 - - 0 - 444

10．国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する情報の整備 24,015 - - 561 ▲ 127 24,448

11．ＩＣＴの利活用及び技術研究開発の推進 841 - - - ▲ 0 841

12．国際協力、連携等の推進 13 - - - - 13

13．官庁施設の利便性、安全性等の向上 93 - - 0 0 93

官房経費等 40,678 2,324 235 5,759 ▲ 29 48,968

コスト計 109,101 7,721 457 6,758 ▲ 35,935 88,103

一般会計区分 政策別計相殺消去

特別会計
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～政策別コストの経費別 前年度比較～

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000 45,000 50,000

25年度

24年度

25年度

24年度

25年度

24年度

25年度

24年度

25年度

24年度

25年度

24年度

25年度

24年度

25年度

24年度

25年度

24年度

25年度

24年度

25年度

24年度

（単位：億円）

主な特色として、政策別コストのうち、前年度に比べ減少額が最も大きいのは、政策⑩「国土の総合

的な利用、整備及び保全、国土に関する情報の整備」です。この政策は地方公共団体等が行う社会資本

整備を総合的・一体的に支援する「社会資本整備総合交付金」等が計上されており、政策⑩における経

費の太宗を占めています。なお、本年度は被災地域の復興地域づくりを支援する「東日本大震災復興交

付金」等の減少により、前年度と比べ政策⑩の経費が9,166億円減少しています。

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

25年度
24年度
25年度
24年度
25年度
24年度
25年度
24年度
25年度
24年度
25年度
24年度
25年度
24年度
25年度
24年度
25年度
24年度
25年度
24年度
25年度
24年度
25年度
24年度
25年度
24年度
25年度
24年度

政策④

政策⑦

政策⑨
政策⑩

政策⑫
政策⑬

政策①
政策②

政策③

政策⑤

政策⑥

政策⑧

政策⑪

官房経費等

政　策　①

政　策　②

政　策　③

政　策　④

政　策　⑤

政　策　⑥

政　策　⑦

政　策　⑧

政　策　⑨

政　策　⑩

政　策　⑪

25年度

24年度

25年度

24年度

25年度

24年度

人件費 退職給付引当金等繰入額 附帯・受託事業費等
補助金等 委託費 独立行政法人運営費交付金
他会計への繰入 庁費等 減価償却費
支払利息 資産処分損益 その他の業務費用

政策別コスト(24'-25'） （単位：億円）

区分 24年度 25年度
対前年度
（増▲減）

政策①少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進 229 1,939 1,709

政策②良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現 471 372 ▲ 99

政策③地球環境の保全 110 185 75

政策④水害等災害による被害の軽減 2,616 2,876 260

政策⑤安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保 3,327 3,416 89

政策⑥国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化 2,758 2,790 31

政策⑦都市再生・地域再生の推進 564 176 ▲ 387

政策⑧都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 919 1,536 616

政策⑨市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護 460 444 ▲ 16

政策⑩国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する情報の整備 33,614 24,448 ▲ 9,166

政策⑪ＩＣＴの利活用及び技術研究開発の推進 852 841 ▲ 11

政策⑫国際協力、連携等の推進 13 13 0

政策⑬官庁施設の利便性、安全性等の向上 94 93 ▲ 1

官房経費等 42,546 48,968 6,422

コスト計 88,581 88,103 ▲ 477

政　策　⑫

政　策　⑬

官房経費等
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1．少子・高齢化等に対応した住生

活の安定の確保及び向上の促進

2．良好な生活環境、自然環境の形

成、バリアフリー社会の実現

3．地球環境の保全

4．水害等災害による被害の軽減

5．安全で安心できる交通の確保、

治安・生活安全の確保

6．国際競争力、観光交流、広域・地

域間連携等の確保・強化

（単位：億円）

～政策別コストの経費別推移～

主な特色として、平成21年度からの5カ年の経費別推移で増減額が最も大きいのは、「10. 国土の総合的な利用、

整備及び保全、国土に関する情報の整備」です。平成22年度は、社会資本整備総合交付金の創設、平成23、24年

度は、東日本大震災に係る復興費用の増加により、平成22年度から平成24年度まで増加傾向となっていましたが、

平成25年度は、東日本大震災に係る復興費用の減少等により、前年度に比べ政策10の経費は減少しています。
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0 
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21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

7．都市再生・地域再生の推進

8．都市・地域交通等の快適性、利

便性の向上

9．市場環境の整備、産業の生産性

向上、消費者利益の保護

10．国土の総合的な利用、整備及び

保全、国土に関する情報の整備

11．ＩＣＴの利活用及び技術研究開

発の推進

12．国際協力、連携等の推進

13．官庁施設の利便性、安全性等

の向上

官房経費等

8兆8,581億円合計： 8兆5,089億円 7兆8,770億円 8兆3,279億円 8兆8,103億円
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～ストック情報の前年度比較～

○平成25年度末における、「資産合計」は、157.1兆円（前年度末比+2.3兆円）

ここでは、資産ごとの前年度比較をグラフに表しています。詳細については、P11省庁別財務

書類ストックの状況（貸借対照表）で説明しています。

31,824  31,787 
19,704 

18,142 
741  780 
1,040  617 
7,934 
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1,000,000 

1,200,000 
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現金・預
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たな卸資

産

未収金等

貸付金

国有財産

（単位：億円）

84 
78 104,626  110,598 

3,082 
3,392 
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出資金

その他の

資産

合計：154兆7,948億円 合計：157兆1,790億円
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省庁別財務書類とは

省庁別財務書類は、国土交通省のこれまでの予算執行の結果である資産や負債などの

ストックの状況、当該年度の費用や財源などのフローの状況といった財務状況を一覧でわ

かりやすく開示する観点から企業会計の考え方及び手法（発生主義、複式簿記）を参考とし

て、平成14年度決算分より作成・公表しているものです。

省庁別財務書類においては、一般会計及び特別会計を合算した「省庁別財務書類」のほ

か、参考として各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている独立行政法人などを連結

した「省庁別連結財務書類」も作成・公表しています。

（単位：十億円）
前年度 25年度 前年度 25年度

（平成25年3月31日）（平成26年3月31日） （平成25年3月31日）（平成26年3月31日）

<資産の部> <負債の部>
現金・預金 793 1,654 未払金等 91 88
たな卸資産 104 61 賞与引当金 28 31
未収金等 74 78 借入金 854 780
貸付金 1,970 1,814 退職給付引当金 852 763
貸倒引当金 ▲ 35 ▲ 36 他会計繰戻未済金 860 784
有形固定資産 141,381 142,502 その他の負債 44 67
　国有財産（公共用財産除く） 3,182 3,178
　公共用財産 137,890 138,984
　（うち公共用財産用地） 38,195 38,544
　（うち公共用財産施設） 99,393 100,077
　物品 308 339 負債合計 2,730 2,516
出資金 10,462 11,059 <資産・負債差額の部>
その他の資産 44 43 資産・負債差額 152 064 154 662

貸借対照表（平成25年度末）

出資金 10,462 11,059 <資産・負債差額の部>
その他の資産 44 43 資産・負債差額 152,064 154,662
資産合計 154,794 157,179 負債及び資産・負債差額合計 154,794 157,179

（単位：十億円）

前年度 25年度
（自 平成24年4月01日） 自 平成25年4月01日）

（至 平成25年3月31日） 至 平成26年3月31日）

人件費 439 441
退職給付引当金等繰入額 68 45
附帯・受託事業費等 103 112
補助金等 4,331 4,202
委託費等 12 9
独立行政法人運営費交付金 35 35
他会計への繰入 21 7
庁費等 276 243
減価償却費 3,297 3,359
支払利息 14 12
資産処分損益 227 303
その他の業務費用 29 37
本年度業務費用合計 8,858 8,810

業務費用計算書（平成25年度）
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～省庁別財務書類(国土交通省)の概要～

～貸借対照表のポイント～

（資産）

○貸付金には、地方道路公社及び地方公共団体等に対する貸付金を計上しています。

○国有財産（公共用財産を除く）には、空港に係る用地等を計上しています。

○公共用財産用地には、道路用地及び治水用地等を計上しています。

○公共用財産施設には、道路施設及び治水施設等を計上しています。

○出資金には、国有財産として管理されている政府出資等のうち、政策目的をもって保有

しているものを計上しています。

（負債）

○借入金には、財政融資資金及び地方公共団体からの借入金を計上しています。

○退職給付引当金には、退職手当及び整理資源等に係る引当金を計上しています。

国土交通省の省庁別財務書類においては、一般会計及び特別会計（社会資本整備事業特

別会計、自動車安全特別会計、東日本大震災復興特別会計）を合算（会計間取引について

は、相殺消去）して作成しています。

また、ここでは「貸借対照表」と「業務費用計算書」を中心に説明していますが、省庁

別財務書類においては、このほか、資産・負債差額の増減を要因別に表している「資産・

負債差額増減計算書」、財政資金の流れを決算を組み替えて区分別に明らかにしている

「区分別収支計算書」、さらに各計算書の附属明細書も作成しています。

詳細については、別途公表している「省庁別財務書類」、「特別会計財務書類」をご参

照ください。

10

○退職給付引当金には、退職手当及び整理資源等に係る引当金を計上しています。

○他会計繰戻未済金には、改正法第1条の規定による改正前の｢特別会計に関する法律｣附則

第50条第3項等による一般会計へ繰り入れることとなっている額及び同法附則第50条の2

第3項による国債整理基金特別会計へ繰り入れることとなっている額等を計上していま

す。

～業務費用計算書のポイント～

（費用）

○人件費には、職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、退職手当、児童手当、国家公

務員共済組合負担金等を計上しています。

○補助金等には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」第2条第1項で規定

する補助金等に該当するものを計上しています。

○庁費等には、物件費及び施設費に該当するもののうち、他の科目で計上されていない

ものであって資産計上されていないものを計上しています。

○減価償却費には、有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費を計上しています。

※業務費用計算書には、国の業務実施に伴い発生した費用を発生主義で計上しています。
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省庁別財務書類 ストックの状況 （貸借対照表）

資 産（157兆1,790億円）

【現金・預金】

日本銀行預金及び財政融資資金預託金

【たな卸資産】

航空保安用品、売却を前提として保有して

いる国有財産等

【未収金等】

債務者に対する損害賠償金債権、還付消

費税等

【貸付金】

地方道路公社、地方公共団体に対する貸

31,824  31,787 

19,704 
18,142 

741  780 

1,040  617 

7,934  16,549 

1,200,000 

1,400,000 

1,600,000 

主な増減項目について（前年度末比+2兆3,842億円）
・現金・預金 1兆6,549億円 （前年度末比+8,614億円）

･･･政府預金(日本銀行預金) +8,690億円、財政融資資金預託金 ▲75億円

・貸付金 1兆8,142億円 （前年度末比▲1,561億円）

･･･地方道路公社、(独)日本高速道路保有・債務返済機構に対する貸付金の回収に

よる減 ▲1,101億円 等

・国有財産 3兆1,787億円 （前年度末比▲36億円）

･･･工作物 の減価償却による減等 ▲348億円、土地の減等 ▲189億円 等

・出資金 11兆598億円 （前年度末比+5,972億円）

･･･(独)日本高速道路保有・債務返済機構への出資金増 +4,926億円 等

（単位：億円）

地方道路公社、地方公共団体に対する貸

付金等

【国有財産（公共用財産を除く）】

庁舎、土地、建物、工作物等

【公共用財産】

道路、ダム、堤防、護岸等

【物品】

通信機器、車両、美術品等

【出資金】

独立行政法人、特殊会社への出資金

【その他の資産】

無形固定資産、貸倒引当金等

84  78 104,626  110,598 

3,082  3,392 

1,378,909  1,389,843 

0 

200,000 

400,000 

600,000 

800,000 

1,000,000 

24年度末 25年度末

合計：154兆7,948円 合計：157兆1,790億円
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負 債（2兆5,162億円）

主な増減項目について（前年度末比▲2,144億円）
・借入金 7,800億円 （前年度末比▲742億円）

・・・東京国際空港にかかる借入金の償還による減 等

・他会計繰戻未済金 7,849億円 （前年度末比▲751億円）

・・・他会計からの繰入金で、法令により繰戻すことが規定されている金額について、財務省

主管一般会計へ繰戻したことによる減 等

【未払金等】

ＰＦＩ事業、補助率差額に係る未払金等

【賞与引当金】

6月支給の期末手当・勤勉手当に係る引当金

【借入金】

財政融資資金、地方公共団体からの借入金

【退職給付引当金】

退職手当等にかかる引当金

8,543 

7,800 

281 

311 

915 

888 

20,000 

25,000 

30,000 

（単位：億円）

合計：2兆7,307億円 合計：2兆5,162億円

【他会計繰戻未済金】

財務省主管一般会計、国債整理基金特別会計への

繰戻未済金

【その他の負債】

財政投融資特別会計特定国有財産整備勘定への

未渡不動産、ファイナンス・リース取引に伴うリース債

務等

443  674 

8,600  7,849 

8,523 

7,639 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

24年度末 25年度末
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　費用（8兆8,103億円）

省庁別財務書類 フローの状況(業務費用計算書)

主な増減項目について（前年度比▲477億円）
・補助金等 4兆2,029億円 （前年度比▲1,282億円）

･･･地域の防災・減災、安全を実現する事業等を支援する「防災・安全社会資本整備交付金」

+11,353億円(皆増)、被災地域の復興地域づくりを支援する 「東日本大震災復興交付金」

▲7,438億円 等

・減価償却費 3兆3,592億円 （前年度比+621億円）

･･･物品の減価償却費 +66億円 等

【人件費】

職員の給与等

【補助金等】

・社会資本整備総合交付金 13,571億円

・防災・安全社会資本整備交付金 11,353億円

・東日本大震災復興交付金 3,864億円

・地域自主戦略交付金 1,775億円

・住宅市場安定化対策費補助 1,600億円 等

【委託費等】

【退職給付引当金等繰入額】

賞与、退職手当等に係る引当金への繰入額

【附帯・受託事業費等】

地方公共団体等からの受託により実施する道路工事費等、空

港等整備費等

43,311  42,029 

1,032 

1,121 

689 

454 4,399  4,416 

60,000 

70,000 

80,000 

90,000 

100,000 

（単位：億円）

合計：8兆8,581億円 合計：8兆8,103億円

・新関西国際空港株式会社補給金 40億円

・国際民間航空機関等分担金 7億円

・経済協力調査委託費 7億円

・世界気象機関等分担金 6億円

・保障業務委託費 4億円 等

【独立行政法人運営費交付金】

・(独)土木研究所 81億円

・(独)自動車事故対策機構 67億円

・(独)航海訓練所 51億円 等

【減価償却費】

公共用財産、国有財産、物品等の減価償却費

【その他の業務費用】

国有資産所在市町村交付金、旅費、貸倒引当金繰入額等

【他会計への繰入】

・食料安定供給特別会計への繰入 74億円

・他省庁主管一般会計への繰入 2億円

【庁費等】

調査費、事務費等

【支払利息】

財政融資資金からの借入金に係る利息、PFI事業に係る利息

等

【資産処分損益】

たな卸資産、有形固定資産の売却、除却、有償譲渡等により

生じた損益

290 
376 

2,272 

3,030 

149 

122 

32,970  33,592 

2,768 
2,432 

215  76 

359 
355 

120  95 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

24年度 25年度
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（参考）省庁別連結財務書類について

省庁別連結財務書類は、省庁の財務書類に独立行政法人などの財務諸表を連結

したものであり、参考情報として作成・公表しています。

(単位:十億円）

前年度 25年度 前年度 25年度
（平成25年3月31日） （平成26年3月31日） （平成25年3月31日） （平成26年3月31日）

＜ 資産の部 ＞ ＜ 負債の部 ＞

現金・預金 1,804 2,574 未払金等 1,602 1,589

有価証券 3,400 3,460 債券 47,666 47,850

たな卸資産 1,572 1,226 借入金 32,735 29,501

未収金等 1,702 1,533 退職給付引当金 1,408 1,318

貸付金 29,562 27,923 その他の引当金 1,389 1,225

破産更生債権等 721 585 他会計繰戻未済金 860 784

割賦債権 4,833 4,289 その他の負債 1,992 1,718

貸倒引当金 ▲ 564 ▲ 458

有形固定資産 209,543 210,514

国有財産等（公共用財産
を除く）

25,425 25,501

　　公共用財産 182,632 183,521

　　　（うち公共用財産用地） 47,276 47,676

　　　（うち公共用財産施設） 132,386 132,763

　　物品等 1,485 1,492

無形固定資産 564 557 負債合計 87,655 83,990

出資金 59 51

その他の資産 51 47 資産・負債差額 165,595 168,316

資産合計 253,251 252,306
負債及び資産・
負債差額合計

253,251 252,306

連結貸借対照表（平成25年度末）

＜ 資産・負債差額の部 ＞

14

負債差額合計

(単位:十億円）

25年度

（自 平成24年4月01日） （自 平成25年4月01日）

（至 平成25年3月31日） （至 平成26年3月31日）

人件費 575 577

退職給付引当金等繰入額 103 71

売上原価 1,376 1,340

附帯・受託事業費等 102 109

補助金等 4,093 3,957

委託費等 13 13

他会計への繰入 21 7

庁費等 271 213

減価償却費 4,615 4,686

支払利息等 1,451 1,349

その他の業務費用 1,348 1,695

本年度業務費用合計 13,971 14,022

連結業務費用計算書（平成25年度）

　　　　　　　　　　　前年度
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省庁別連結財務書類ストックの状況（貸借対照表）

　資産

　主な増減項目について（対前年度末比▲9,447億円）
・貸付金　  27兆9,233億円　（前年度末比：▲1兆6,392億円）

・・・

・割賦債権 　 4兆2,899億円　（前年度末比：▲5,432億円）
・・・

・有形固定資産 210兆5,147億円　（前年度末比：＋9,715億円）

・・・

　・（独）住宅金融支援機構
259,480億円

　・国土交通省
18,142億円

　・（独）鉄道建設・運輸
 　  施設整備支援機構　

5,527億円
等

　・（独）鉄道建設・運輸
 　  施設整備支援機構　

34 473億円

（252兆3,069億円）

～主な科目の内訳～

（独）住宅金融支援機構における、住宅等の建設に必要な資金の貸付金の回収に
よる減　等

（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構における、ＪＲ本州三社からの新幹線譲渡
代金の収受による減　等

国土交通省における、公共用財産の完成による増　等

【貸付金】

900,000

1,400,000

1,900,000

2,400,000

（単位：億円）

【割賦債権】
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34,473億円
　・（独）水資源機構

5,072億円
等

 ○国有財産等 255,014億円
　・（独）都市再生機構

 128,882億円
　・（独）鉄道建設・運輸

 　  施設整備支援機構　
56,746億円

等
 ○公共用財産 1,835,212億円
　　・国土交通省

1,389,843億円
 　　・（独）日本高速道路

 　　 保有・債務返済機構
392,956億円

等
 ○物品等     　　　  14,920億円

 　　・（独）日本高速道路
  　　保有・債務返済機構

6,586億円
　　・国土交通省

3,392億円

等

24年度末 25年度末

現金・預金 18,041 25,749

有価証券 34,003 34,602

たな卸資産 15,729 12,261

未収金等 17,024 15,339

貸付金 295,625 279,233

破産更生債権等 7,216 5,852

割賦債権 48,332 42,899

貸倒引当金 ▲ 5,641 ▲ 4,581

無形固定資産 5,645 5,577

有形固定資産 2,095,431 2,105,147

出資金 594 517

その他の資産 513 470

▲ 100,000

400,000

900,000

【有形固定資産】

合計：253兆2,517億円 合計：252兆3,069億円

0
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負債

　主な増減項目について（対前年度末比▲3兆6,655億円）
・借入金 29兆5,011億円  （前年度末比：▲3兆2,347億円）

・・・

・債券　 47兆8,509億円　（前年度末比：＋1,840億円）

・・・

 　　・（独）日本高速道路
  　　保有・債務返済機構

278,962億円
　　・（独）住宅金融支援機構

 142,732億円
　　・（独）鉄道建設・運輸

 　  　施設整備支援機構　
14,373億円

等

　　・（独）住宅金融支援機構
 132,017億円

　　・（独）都市再生機構
111,553億円

（83兆9,903億円）

～主な科目の内訳～

(独)住宅金融支援機構における、財政融資資金借入金の償還による減　等

(独)住宅金融支援機構における、資金調達に必要な債券の発行による増　等

400 000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000
（単位：億円）

【債券】

【借入金】
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111,553億円
　　・（独）鉄道建設・運輸

 　 　 施設整備支援機構　
18,484億円

等

24年度末 25年度末

未払金等 16,027 15,896

債券 476,668 478,509

借入金 327,358 295,011

退職給付引当金 14,080 13,188

その他の引当金 13,894 12,259

他会計繰戻未済金 8,600 7,849

その他の負債 19,927 17,189

0

100,000

200,000

300,000

400,000

合計：87兆6,558億円 合計：83兆9,903億円
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省庁別連結財務書類　フローの状況（業務費用計算書）

費用

　主な増減項目について（対前年度比＋509億円）
・減価償却費 4兆6,864億円  （前年度比：＋706億円）

・・・ 国土交通省における、公共用財産に係る減価償却費の増　等

・補助金等 3兆9,579億円  （前年度比：▲1,352億円）

・・・ 国土交通省における、東日本大震災復興交付金の減　等

　　・国土交通省
42,029億円

　　・（独）鉄道建設・運輸
 　 　 施設整備支援機構　

147億円
等

　　・国土交通省
33,592億円

 　　・（独）日本高速道路
  　　保有・債務返済機構

9,394億円
　　・（独）鉄道建設・運輸

 　 　 施設整備支援機構　

（14兆227億円）

～主な科目の内訳～

40 000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000 【補助金等】

【減価償却費】

（単位：億円）
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施設整備支援機構
1,374億円

等

　　・（独）住宅金融支援機構
6,002億円

 　　・（独）日本高速道路
  　　保有・債務返済機構

4,498億円
　　・（独）都市再生機構

1,930億円
等

24年度 25年度

人件費 5,752 5,771

退職給付引当金等

繰入額
1,033 712

売上原価 13,760 13,406

附帯・受託事業費等 1,022 1,098

補助金等 40,932 39,579

委託費等 130 136

他会計への繰入 215 76

庁費等 2,716 2,133

減価償却費 46,158 46,864

支払利息等 14,512 13,490

その他の業務費用 13,484 16,958

0

20,000

40,000

繰入額

【支払利息等】

合計：13兆9,718億円 合計：14兆 227億円
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連結対象法人の範囲と会計処理について

   　　 ※平成25年度連結財務書類における連結対象法人は以下のとおりです。

〇独立行政法人 20法人
　　・独立行政法人土木研究所
　　・独立行政法人建築研究所
　　・独立行政法人交通安全環境研究所
　　・独立行政法人海上技術安全研究所
　　・独立行政法人港湾空港技術研究所
　　・独立行政法人電子航法研究所
　　・独立行政法人航海訓練所
　　・独立行政法人海技教育機構
　　・独立行政法人航空大学校
　　・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構
　　・独立行政法人国際観光振興機構
　　・独立行政法人水資源機構

・独立行政法人都市再生機構

　
　 連結財務書類は、各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている法人を連結対象としています。
　 なお、この各省庁との「業務関連性」により連結する独立行政法人などは、『各省庁が監督権限を
有し、各省庁から財政支出を受けている法人』(以下、「連結対象法人」という。)とし、監督権限の有無
及び財政支出の有無によって業務関連性を判断しています。
　 また、連結に際しては、本来であれば会計処理の基準を統一することが望ましいと考えられます
が、事務負担などの観点から困難であるため、基本的には、連結対象法人の既存の財務諸表を利用
し、連結対象法人に固有の会計処理について、連結に際して必要な修正を行った上で連結していま
す。

○連結の際の具体的な会計処理例
　 国の会計においては出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払等を終了し
た後の計数をもって会計年度末の計数としていますが、連結対象法人では出納整理期間が設けられ
ていません。このため、連結に際しては、国の会計年度に合わせて、連結対象法人においても、本会
計年度末に国の会計との出納整理期間中の受払等は終了したものとして修正を行ったうえで、連結
対象法人への出資金や運営費交付金等の相殺消去を行っています。
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　　・独立行政法人都市再生機構
　　・独立行政法人海上災害防止センター（※）
　　・独立行政法人奄美群島振興開発基金
　　・独立行政法人住宅金融支援機構
　　・独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構
　　・独立行政法人空港周辺整備機構
　　・自動車検査独立行政法人
　　・独立行政法人自動車事故対策機構

〇特殊会社　 8法人
　　・東日本高速道路株式会社
　　・中日本高速道路株式会社
　　・西日本高速道路株式会社
　　・首都高速道路株式会社
　　・阪神高速道路株式会社
　　・本州四国連絡高速道路株式会社
　　・成田国際空港株式会社
　　・新関西国際空港株式会社 合 計 28 法人

※ 　独立行政法人海上災害防止センターは、「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律等
の一部を改正する法律」（平成24年法律第89号）附則第10条第1項の規定により、平成25年10
月1日に解散した。
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